
学科名：30年度は2学科分合同

平成３０年度計画 平成３０年度実行内容

中期目標に対する中期計画の具体的
項目

各部局で、具体的な取組・実行内容
に基づいて計画実行する（具体的に
期限やレベルなど数値目標を挙げて
定量的に記載する）

（平成２９年計画の具体的実行内容
を具体的に期限やレベルなど数値目
標を挙げて定量的に記載する）

年度の中間及び年度末に計画の達成
状況を評価する。 該当する項目に
ついては、セルを分割して、上段に
中間報告、下段に最終報告を記載す
る。

履修要覧、webなどに記載し、学内
外に表明しているが、点検は未実
施。

△ △

履修要覧、webなどに記載し、学内
外に表明しているが、点検は未実
施。

△ ✕

幼児教育学科では潜在保育士復職支
援研修会、就実やんちゃキッズを継
続して実施している。

〇 〇

幼児教育学科では潜在保育士復職支
援研修会、就実やんちゃキッズを継
続して実施している。

〇 〇

履修要覧、webなどに記載し、学内
外に表明しているが、点検は未実
施。

△ △

履修要覧、webなどに記載し、学内
外に表明しているが、点検は未実
施。

△ ✕

学修成果については今年の認証評価
説明会の資料を基に、補足説明を検
討する予定。

✕ ✕

学修成果については、補足説明を加
えたいが未検討。

✕ ✕

三ポリシー、カリキュラムマップの
点検は学科に依頼中。

△ △

三ポリシーは１月教授会で検討した
が、変更なし。ただし、３月の学外
有識者との懇談で指摘が出たので、
それも含め来年度検討する。

△ △

幼児教育学科では教授会後のFD活動
を継続中、生活実践科学科は前期に
授業参観を行った。

〇 〇

幼児教育学科では教授会後のFD活動
を継続中、生活実践科学科は前期に
授業参観を行った。学外有識者との
懇談を行った。自己点検報告書につ
いては来年度作成予定。

〇 〇

学習成果の査定方法についても、今
年度内に意思疎通を図る予定。

✕ ✕

シラバスの変更により、各科目学習
成果の査定法をより明確にした。ま
た、学期末にGPA分布などを学科会
議で確認するようにした。

△ △

ディプロマポリシーの点検を学科に
依頼中。

△ △

ディプロマポリシーは１月教授会で
検討したが、変更なし。ただし、学
外有識者との懇談での指摘も含め次
年度検討。

〇 〇

カリキュラムポリシーの点検を学科
に依頼中。

△ △

カリキュラムポリシーは１月教授会
で検討したが、変更なし。ただし、
学外有識者との懇談での指摘も含め
次年度検討。

〇 〇

未実施。 ✕ ✕

未実施。 ✕ ✕

学修成果の査定方法も含め今年度検
討を行う予定である。

✕ ✕

未実施。 ✕ ✕

アドミッションポリシーの点検を学
科に依頼中。

△ △

［教育課程］
卒業認定・学位授与の方針を定め
て、体系的な教育課程を編成し、
その卒業認定・学位授与の方針
は、卒業、学位授与、成績評価の
方針が明確であり、就職や他の高
等教育機関への編入につながる学
習成果の獲得を保証し、社会的・
国際的に通用性が保証されるもの
とする。そのため、三つの方針を
明確にし、それを基にして自己点
検・評価を行い、質の向上・充実
のための査定（アセスメント）を
継続して行う。また、学科・専攻
課程に係る専門の学芸を教授する
とともに、幅広く深い教養を培う
よう配慮し、専門的及び汎用的な
学習成果の獲得を基盤にした職業
又は実際生活に必要な能力を育成
するための職業教育を適切に行
う。さらに学生の学習成果の獲得
状況を量的・質的データとして収
集し、そのデータを分析・解釈す
る。

（1）入学前の学習成果の把握・評価
を明確に示した入学者受入れの方針
を、入学者選抜の方法（推薦、一
般、AO選抜等）に対応して、学生募
集要項に明確に示すとともに、高等
校関係意見も聴取して定期的に点検
する。
（2）高大接続の観点により、多様な
選抜についてそれぞれの選考基準を

アドミッションポリシーの点検

本年度入試から区分が変更になった
が、アドミッションポリシーが直接
連動しているわけではない。ただ

［内部質保証］
学長は大学の管理運営組織が自己
点検・評価とそれに基づいた内部
質保証に率先して関わり、ALOの
任務を支援し、その体制を構築し
て、自己点検・評価に積極的に取
り組み、それに基づき教育研究活
動の見直しを継続的に行う内部質
保証を機能させる。また、自己点
検・評価活動に加え、独自の外部
評価や相互評価を行い、教育の質
を保証するための査定（アセスメ
ント）には、到達目標設定、事実
の評価など、計画（資源 配分を
含む）、実行、検証、改善という
PDCA サイクルを継続的に用い
る。

［教育の効果］
建学の精神に基づく教育目的・目
標及び学習成果を明確にし、それ
に基づき３つの方針を一体的に策
定して学内外に示すとともに、教
育の効果を高めることにより、教
育目的・目標に基づく人材養成が
地域・社会の要請に応えているか
定期的に点検して、教育の質の保
証を図る。

カリキュラムポリシーについて、今
年度以降学科会議で検証する。ま
た、教員配置、教員補充も学科で点
検し、適切に対応する。

カリキュラムポリシーの点検

卒業認定・ 学位授与の方針に対応し
た学科・専攻課程の教育課程を、短
期大学設置基準にのっとり体系的に
編成し、経歴・業績を基に短期大学
設置基準の教員の資格にのっとり、
学科・専攻課程の教員を適切に配置
して、教育課程の見直しを定期的に
行う。

学科・専攻課程の教育目的・目標を
建学の精神に基づいて設定し、学内
外に表明するとともに、教育目的・
目標に基づく人材養成が地域・社会
の要請に応えているか定期的に点検
する。（学習成果の点検について
は、基準Ⅱ-A-6）

学科教育目標の点検

教育目標を履修要覧等に記載し学内
に周知するとともに、web上で学内
外に示す。また、学科会議で適切性
を検証する。

短期大学及び学科としての学習成果
を建学の精神および学科・専攻課程
の教育目的・目標に基づき定め、そ
れらを内外に表明するとともに、学
校教育法の短期大学の規定に照らし
て、定期的に検証する。

学習成果の点検
学内外に公表しているディプロマポ
リシーに盛り込まれている学習成果
の妥当性を検証する。

学習成果を３つの方針を関連付けて
組織的議論を重ねて策定し、内外に
表明するとともに、３つの方針を踏
まえた教育活動を行う。

学習成果と三ポリシーの点検
学内外に公表している三つのポリ
シーと学習成果の整合性をカリキュ
ラムマップなども含め検証する。

（1）学習成果を焦点とする査定（ア
セスメント）の手法を設定し、その
適切性を定期的に点検し、教育の向
上・充実のためのPDCAサイクルを活
用する。
（2）学校教育法、短期大学設置基準
等の関係法令の変更などを確認し、
法令を遵守する。

学科での学習成果査定方法の点検

学科・専攻課程の専門教育と教養を
主体する職業への接続を図る職業教
育の実施体制が明確で、職業教育の
効果を測定・評価し、改善に取り組
む。

職業教育の点検

具体的な職業教育はキャリアセン
ターが行う特別講義が対象になる
が、汎用的能力の養成について各学
科で統一した方針を共有するよう努
める。

（1）自己点検・評価のための規程及
び組織を整備し、日常的に自己点
検・評価を行う。
（2）自己点検・評価活動に全教職員
が関与するとともに、高等学校等の
関係者の意見聴取を取り入れる。
（3）定期的に自己点検・評価報告書
等を公表し、自己点検・評価の結果
を改革・改善に活用する。

自己点検評価活動

幼児教育学科では、引き続き学科の
FD活動を、生活実践科学科では授業
参観を行う。
昨年度から導入した、学外の有識者
との懇談会を継続する。
中期計画の項目を短期大学基準協会
の自己点検報告書のフォーマットに
変更し、毎年見直しを行うことで定
期的に自己点検・評価を行うことが
できるようにする。

学科・専攻課程の学習成果に対応し
て、卒業の要件、成績評価の基準、
資格取得の要件を明確に示した卒業
認定・学位授与の方針を定め、社会
的・国際的に通用性があるように、
その適切性を定期的に検証する。

ディプロマポリシーの点検
ディプロマポリシーについて、今年
度以降学科会議で検証する。

各教員、各学科で学習成果を査定す
る方法を点検し、学科会議で意思疎
通をはかり、学科としての一体性を
担保する。
法令の変更を確認し、適切に対処す
る。

教養教育と専門の関連が明確で、教
養教育の内容と実施体制を確立し
て、その効果を測定・評価し、改善
に取り組む。

教養教育の点検

教養教育については、現在専門の担
当部署がない。幼児教育学科の法令
で定められた科目以外について、大
学の教養改革の内容も参考にしなが
ら、短大部長、学科長、教務委員を
中心に検討する機会を持つ。

［建学の精神］
学科・専攻課程の教育目的・目
標、学習成果、教育課程及び教育
プログラムの基礎となる建学の精
神を学内外に示し、地域・社会に
貢献する。

就実短期大学の中期目標・中期計画に基づく各学科の年度計画及び実行計画と達成状況

部局名（又は事務部）： 　短期大学 計画：平成30年5月7日／中間報告：平成30年9月30日／最終報告：平成31年3月31日

学長
評価

担当者
評価

計画達成状況
　部局及び学科における３０年度計画と実行計画

中　期　目　標 中　期　計　画

教育基本法及び私立学校法に基づい
て、教育理念・理想を明確に定めて
学内外に示し、その適切性を定期的
に検証する。

教育理念点検

教育理念を履修要覧等に記載し学内
に周知するとともに、web上で学内
外に示す。また、学科会議や教授会
で適切性を検証する。

（1）地域・社会に向けた公開講座、
生涯学習事業、正課授業の開放（リ
カレント教育を含む）等 を実施す
る。
（2）地域・社会の公共団体、企業
（等）教育機関及び文化団体等と協
定を締結するなど連携を図る。
（3）教職員及び学生がボランティア
活動等を通じて地域・社会に貢献す
る。

学外との連携

幼児教育学科では、潜在保育士復職
支援研修会と、学生ボランティアに
よる就実やんちゃキッズを継続す
る。また、保育士離職防止の活動も
行う。
生活実践科学科では、学外からの依
頼にできる限り対応し、講師派遣な
どを行う。
短期大学として様々な機会をとらえ
協定を締結し、連携を図る。



アドミッションポリシーは１月教授
会で検討したが、変更なし。ただ
し、学外有識者との懇談での指摘も
含め次年度検討。

〇 〇

各種のデータについて、現段階では
十分に活用できていない。

✕ ✕

GPA分布などについては学期ごとに
学科で確認することになった。その
他のデータ活用は十分ではない。

△ △

まだ十分に検討できていない。 ✕ ✕

まだ十分に検討できていない。 ✕ ✕

教員各自の担当科目の位置づけは今
年度からシラバスに記載している。
厳密な評価を行い、卒業に向けた学
生指導を行っている。豪雨のため一
部科目で出席管理システムのアラー
トを停止するなどの措置を行った。
前期授業評価アンケートを実施し
た。

〇 〇

来年度のシラバスから、内容をより
詳しくし、より厳密な評価ができる
ようにした。後期授業評価アンケー
トを実施した。

〇 〇

入学前セミナーを後期に行う予定で
ある。前期後期の登録で担任が履修
指導を行った。個々の学生への学習
上の配慮に関しては検討未実施。

△ △

入学前セミナーを後期に行った。
個々の学生への学習上の配慮に関し
ては検討未実施。

△ △

幼児教育学科では、GBAのメンバー
の活動支援を継続中である。中・四
国保育学生研究大会参加メンバーの
活動支援も予定している。

〇 〇

幼児教育学科では、GBAのメンバー
の活動支援を継続した。中・四国保
育学生研究大会参加メンバーの活動
支援も行った。

〇 〇

7月に2年生に対して担任が面談を
行った。後期にも面接・特別講義を
予定している。

〇 〇

進路先への調査
進路先への調査項目について、学習
成果を中心とした内容で検討する。

（1）入学手続者に対し入学までに授
業や学生生活についての情報を提供
し、入学者に対し学習、学生生活の
ためのオリエンテーション等を行
う。
（2）学習成果の獲得に向けて、学生
便覧等、学習支援のための印刷物
（ウェブサイトを含む）を発行し、
学習の動機付けに焦点を合わせた学
習の方法や科目の選択のためのガイ
ダンス等を行う。
（3）学習成果の獲得に向けて、基礎
学力が不足する学生に対し補習授業
等を行い、学習上の悩みなどの相談
にのり、適切な指導助言を行う体制
を整備する。また、進度の速い学生
や優秀な学生に対する学習上の配慮
や学習支援を行う。
（4）必要に応じて学習成果の獲得に
向けて、留学生の受入れ及び留学生
の派遣（長期・短期）を行う。
（5）学習成果の獲得状況の量的・質
的データに基づき学習支援方策を点
検する。

学生への学習支援

引き続き、専願入学予定者に対して
入学前セミナーを実施する。
前期オリエンテーション、後期追加
登録で担任が履修指導を行う。
補習、進度の速い学生への配慮は現
在行っていないが、必要があるかど
うか学科で検討する。

（1）教員は、教育目的・目標の達成
状況を把握してシラバスに示した成
績評価基準により学習成果の獲得状
況を評価し、学生による授業評価を
定期的に受けて授業改善し、学生に
対して履修及び卒業に至る指導を行
うなど、学習成果の獲得に向けて責
任を果たす。
（2）事務職員は、所属部署の職務を
通じて教育目的・目標の達成状況を
把握し、学習成果を認識して学習成
果の獲得に貢献するとともに、学生
に対して履修及び卒業に至る支援を
行い、学生の成績記録を規程に基づ
き適切に保管するなど、学習成果の
獲得に向けて責任を果たす。
（3）教職員は、学生の学習向上のた
めに支援として、図書館又は学習資
源センター等の利便性を向上させ、
学内LAN及びコンピュータの利用を促
進し、適切に活用し、管理するな
ど、学習成果の獲得に向けて施設設
備及び技術的資源を有効に活用す
る。

教員の学生指導

各教員は、各自の担当科目の短期大
学、学科内での位置づけを確認し、
厳密な評価を行い、卒業までの学生
指導を行う。
各授業で学生による授業評価を行
う。
学生の学習成果獲得に向けて、
WebClass、ポートフォリオ、出席管
理システムを有効に利用する。

［学生支援］
建学の精神と教育目的・目標に基
づいて、多様な学生を募集し、そ
の入学を許可し、積極的に資源配
分を整備して学生の学習支援を図
り、成績評価基準等に従って学習
成果の獲得状況を評価して、学習
成果の獲得が向上するように教育
方法、教育課程及び教育プログラ
ムの見直しを行う。また、学生の
ニーズを的確にとらえ、それに対
応した学習支援の環境を整えるた
めに、 学生生活支援のための組
織や支援体制を整備し、専門的職
員を配置する。

選抜についてそれぞれの選考基準を
設定して、公正かつ適正に実施す
る。
（3）アドミッション・オフィス等を
整備し、授業料、その他入学に必要
な経費を明示するなど、受験の問い
合わせなどに対して適切に対応す
る。

アドミッションポリシーの点検 連動しているわけではない。ただ
し、ポリシーの妥当性については継
続して点検を行う。

（1）GPA分布、単位取得率、学位取
得率、資格試験や国家試験の合格
率、学生の業績の集積（ポートフォ
リオ）、ルーブリック分布などを活
用する。
（2）学生調査や学生による自己評
価、同窓生・雇用者への調査、イン
ターンシップや留学などへの参加
率、大学編入学率、在籍率、卒業
率、就職率などを活用する。
（3）学習成果を量的・質的データに
基づき評価し、公表する。

各種データの活用

卒業生の進路先からの評価を聴取
し、その結果を学習成果の点検に活
用する。

学生ポートフォリオ等を活用する。

（1）学生の生活支援のための教職員
の組織（学生指導、厚生補導等）を
整備し、クラブ活動、学園行事、学
友会など、学生が主体的に参画する
活動が行われるよう支援する。
（2）学生食堂、売店の設置等、学生
のキャンパス・アメニティや通学の
ための便宜（通学バスの運行、駐輪
場・駐車場の設置等）に配慮し、宿
舎が必要な学生の支援（学生寮、宿
舎のあっせん等）を行う。
（3）奨学金等、学生への経済的支援
のための制度を設け、学生の健康管
理、メンタルヘルスケアやカウンセ
リングの体制を整えるなど、学生生
活に関して学生の意見や要望の聴取
に努める。
（4）留学生が在籍する場合や社会人
学生が在籍する場合、学習及び生活
を支援する体制を整える。
（5）障がい者の受入れのための施設
を整備するなど、障がい者への支援
体制を整る。
（6）学生の社会的活動（地域活動、
地域貢献、ボランティア活動等）を
積極的に評価する。

学生の社会活動

幼児教育学科のGBAのメンバーおよ
び中・四国保育学生研究大会への参
加メンバーの活動を支援する。
岡山県警が運営する「ももパト隊」
に学生を推薦し、地域支援活動・産
官学連携活動を支援する。

（1）就職支援のための教職員の組織
や施設を整備し、就職のための資格
取得、就職試験対策等の支援など学
生の就職支援を行う。
（2）学科・専攻課程ごとに卒業時の

就職支援
学生への面談を継続して行う。
生活実践科学科では２月に学生向け



後期生活実践科学科では特別講義
（ビジネスマナー実践士）を行っ
た。

〇 〇

今年度の人事について、諸規程に基
づいた手順で作業を行っている。

〇 〇

今年度の人事について、諸規程に基
づいた手順で作業を行った。一部の
人事案件が次年度に持ち越しとなっ
た。

〇 〇

学修成果の扱いと、それに対して全
体としてどのように考えるかを年度
内に検討する予定である。

✕ ✕

学修成果を学科レベル、全体として
どう考えるかの検討がまだできてい
ない。

✕ ✕

三ポリシーの検討については学科に
依頼中。カリキュラムについても検
討を行うが、生活実践科学科では教
員の入れ替わりが予定されているた
め、具体的な案については年度をま
たぐ可能性がある。

△ △

三ポリシーについては１月教授会で
検討したが、変更なし。ただ、有識
者との懇談での指摘も含め継続して
検討を行う。カリキュラムに関して
も継続して検討する。

△ △

各種システムの利用状況について今
年度中に実態を調査する。

✕ ✕

全体としての調査はできていない。
ただし、出席管理システムについて
は３月教授会で全員に利用を呼びか
けた。

△ △

◆中期目標・中期計画に基づく各部局年度計画及び実行計画と達成状況の運営について◆

（１）平成３０年度計画は、就実短期大学中期目標・計画の具体的な取組・実行内容に基づいて計画する。中期目標・計画に関連して、新たな取組がある場合は項目を増やして記載する。

（２）平成３０年度実行内容は、平成３０年計画の具体的取組・実行内容を具体的にかつ定量的（数値的）に記載する。

（３）計画達成状況は、年度途中（9月末）、年度末（３月末）に計画の達成状況を部局長及び学長が評価し、次年度計画の参考とする。

①学内外の情報収集・解析に基づく
戦略的な大学改革を推進し、エビデ
ンスの可視化、周知と相互理解を図
り、組織的活動をPDCAサイクルで活
性化する。
②センター・委員会組織の機能強
化、全学的な組織・制度改革を検討
し、教職協働を促進して、中期目標
計画を着実に実行する。
③事務組織の充実・効率的な運営、
FD・SD活動の活性化と学内外での教
職員研修の推進による資質の向上を
図る。
④実効性ある教職員業績評価制度を
推進して、活力ある組織への転換を
図る。

エビデンスの可視化

学習成果の検討を行うときに利用す
るエビデンスについて、個人レベ
ル、学科レベル、短期大学全体とし
てどう考えるか、学科会議などで意
思統一を図る。

【平成３０年度短大の主要事業計画と改革の重点事項】

［特色ある取り組み］
社会を意識して学び、学生自らが
成長を実感できる教育改革、充実
した学生生活支援、新たな価値を
創出する地域連携活動などを通し
て、本学の魅力や教育・研究の質
を高め、個性を磨いて差別化を図
るため、特色ある大学改革を推進
する。
（１）組織的な大学改革への取り
組みと活力ある組織への転換によ
る教学ガバナンスの強化
（２）3ポリシーを具現化して学
生の成長を促進する教育改革と多
様性豊かな人材育成の推進
（３）学内環境の整備と学生生
活・修学・キャリア支援体制の強
化による学生の満足度向上
（４）入試・奨学金制度改革によ
る優秀な学生の確保と効果的な入
試広報活動の充実
（５）教員研究力・地域貢献力の
向上・活性化によるイノベーショ
ン創出とグローバル化推進

①3ポリシーに基づく教養・専門教育
カリキュラムの体系化、スリム化な
ど抜本的な改革を実施する。
②ICT教育やアクティブラーニング、
PBLなどの主体的学びによる教育の質
転換を図り、特色ある教育で学生の
成長を推進する。
③学部混合型初年次教育プログラム
「スタートアップ就実」の導入、社
会を意識した学び、学修支援体制を
強化する。
④基礎力診断を継続実施して、多様
な学生の個性・強みを伸ばし、時代
の変化にも適応できる実地有用の人
材を育成する。

カリキュラムの見直し

三つのポリシーとともに、現在のカ
リキュラムの見直しを行う。その
際、学生調査の結果なども参考とす
る。

①学生生活実態調査に基づいて、大
学施設の計画的な整備、学生の活動
を支援するキャンパスアメニティを
充実させ、学生の満足度向上を図
る。
②キャリア支援の強化、学生相談室
によるメンタルサポートと障がい学
生への支援体制を強化、e-ポート
フォリオの運用促進などによるきめ
細かな学生支援を推進する。

学生支援 WebClass、ポートフォリオ、出席管
理システムを有効に利用する。

［人的資源］
有能な教職員（人的資源）を雇用
して、学習成果を獲得するための
教育課程及び教育プログラムを構
築し、教育の実践においては量
的・質的データを基に学習成果を
分析・評価し、恒常的かつ系統的
な自己点検・評価を行うととも
に、三つの方針を見直し整備す
る。また、組織的な FD・SD 活動
を推進し時代の変化に対応できる
よう教職員の資質、教育能力、専
門的能力の向上を図る。

学科・専攻課程の教育課程編成・実
施の方針に基づいて、短期大学設置
基準に定める教員数を充足した教員
組織を編制し、専任教員と非常勤教
員（兼任・兼担）を配置する。ま
た、専任教員と非常勤教員は真正な
学位、教育実績、研究業績、その他
の経歴等、短期大学設置基準の規定
を充足し、教員の採用、昇任はその
就業規則、選考規程等に基づいて行
い、必要に応じて補助教員等を配置
する。

教員組織
学科、教務課で確認しながら、規程
に沿った対応を行う。

（2）学科・専攻課程ごとに卒業時の
就職状況を分析・検討し、その結果
を学生の就職支援に活用し、進学、
留学に対する支援を行う。

就職支援 生活実践科学科では２月に学生向け
の特別講義を行う。


